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■ この資料では・・・

この資料では、「資料１」でご説明した算定方法に基づく令和６年度 納付金

および標準保険料の算定結果をご説明します。

～説明の流れ～

（１） 滋賀県国保の現状

算定を行う上で前提となる医療費や被保険者数の推移等、市町国保の現状

（２） 令和６年度 納付金等の算定過程

令和６年度 納付金等の算定過程について

（３） 令和６年度 納付金等の算定結果

令和６年度 納付金等の算定結果や増減要因について
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■ 滋賀県国保の現状① （一人当たり医療費）

出典：「淡海ヒューマンネット」

令和５年度の一人当たり医療費は、令和４年度に比べ約４％増加している。

一人当たり医療費
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■ 滋賀県国保の現状②（被保険者数）

出典：「淡海ヒューマンネット」

（人）

被保険者数

後期高齢者医療制度への移行等により減少傾向が続いていますが、今後もこの傾向は

続くと思われます。

2４６.０千人(R５.11末）

年齢階層別被保険者数（令和５年11月診療分）

前期高齢者

1１６．９千人

(全体の4７.５%)

出典：「淡海ヒューマンネット」
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■ 令和６年度 納付金等の算定過程① 算定条件

① 医療費推計

「一人当たり医療費」

（令和５年３月から７月までの実績を基礎として、過去２年間の伸び率により推計）

「被保険者数」・・・

（コーホート要因法（１歳きざみの推計）により、団塊世代の後期高齢者医療制度への移行を反映）

はじめに、県が独自に推計等を行う主な項目については、以下の条件により算定しています。

（下記以外の項目は、国が示す係数（単価等）を基に算定しています。）

② 剰余金 ・・・ ５億円活用

・・・ ４２８，５３５円（令和５年度推計比 ＋３．２７%)

２３９，７７５人（令和５年度（推計）差 ▲１１，３０１人)

医療給付費（支出）が増加することなどによる、被保険者の負担の急増を抑制

③ 財政安定化基金への積立 ・・・ ６億円

令和９年度の保険料水準の統一を見据え、今後の平準化対策として積立
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■ 令和６年度 納付金等の算定過程② 納付金の算定過程

【 支出 】 【 収入 】

1,1４７億円

・医療給付費 8７9億円

・後期支援金 17３億円

・介護納付金 5５億円

・その他 ４０億円

798億円

・前期高齢者交付金 407億円

・療養給付費負担金 21２億円

・財政調整交付金 7４億円

・都道府県繰入金 59億円

・その他 46億円

剰余金
5億円

納付金

344億円

県全体

納付金

344億円

県全体

19市町へ按分

① 所得金額

② 被保険者数

③ 国保世帯数

④ 収納率

按分基準

各市町の
納付金

各市町の
納付金

各市町の
納付金

次に、推計した医療給付費等に基づき、県全体の支出から収入を差し引きし、県全体の納付金を

算出後、各市町へ按分し各市町の納付金を算出します。

6



■ 令和６年度 納付金等の算定過程③ 標準保険料の算定過程

各市町

※数値は19市町の合計金額

納付金

344億円

【個別経費】

・保健事業費 等

15億円

54億円

【個別収入】

・市町の個別事情に応じた交付金 等

保険料
必要額

305億円

収納率

標準保険料

318億円

各市町の納付金に市町個別の経費、収入を加減算し、必要な保険料を算出します。算出した保

険料必要額を各市町の収納率で割り戻し、賦課すべき標準的な保険料を算定します。
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■ 令和６年度 納付金等の算定結果① 県平均

令和６年度一人当たり
標準保険料

令和５年度一人当たり
標準保険料

一人当たり標準保険料
の比較

増減額 増減率

県平均 132,651円 124,498円 ＋８，１５３円 ＋6.55%

算定した令和６年度の一人当たり標準保険料（県平均）は下表のとおりです。

※一人当たり標準保険料は、推計した保険料総額を一般被保険者数で除して算出した

理論値であり、実際に市町が賦課する保険料とは異なります。

また、所得に比例する応能分があるため、被保険者の負担の高低を直接示すもので

はありません。
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■ 令和６年度 納付金等の算定結果② 市町別

算定した令和６年度の一人当たり標準保険料（各市町別）は下表のとおりです。

（前年度の激変緩和規模の影響等により、増減は各市町バラつきがあります。）
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■ 令和６年度 納付金等の算定結果③ 増減要因

医療給付費の増
（11,210円）

公費の増
（7,052円）

保険料を下げる要因 保険料を上げる要因

前年度差 ＋８，１５３円

その他
（3,605円）

標準保険料の主な増減要因については下図のとおりです。

（医療給付費などの増要因に対して、剰余金を活用しています。）

後期高齢者
支援金等の増
（3,657円）

前期高齢者
交付金の増
（3,267円）

（後期高齢者支援金 2,944増 介護納付金 713増）
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■ 標準保険料の推移

各市町は今回の算定結果に基づく標準保険料率を参考に、各市町の財政状況

を勘案し、令和６年度の保険料率を決定することになります。

110,247 

119,227 

117,642 

107,851 

110,793 

124,498 

132,651 

95,000

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

標準保険料の推移

（6.55％）

11

（円）

（12.37％）


